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１．はじめに 

⽔害の多発をはじめとする気候変動の負の影響に対して，われわれはどのような適応策を考える必要があるの
だろうか．⼀つは，河川流域を単位とする空間的・総合的な問題把握が必要であり，もう⼀⽅では各地域で派⽣的
に試みられている対策から共通する課題の抽出が必要である．特に⽔系単位での活動に注⽬する場合，農業⽤⽔
の利⽤と管理もこの議論に含まれるであろう． 

農業⽤⽔はすでに 2000 年代には新規国営⼟地改良事業が⼀段落し，既存施設の維持管理・更新が主たる課題と
なった．特に近年は国⼟強靭化のキーワードのもと，治⽔・利⽔を超えた新しい政策領域が⽣まれつつある．農業
⽤⽔利ダムでの治⽔対応のように，従来は想定されていなかった運⽤が模索されている． 

気候変動による⽔害の多発 1)は，治⽔設備や⼯事の強化を求めるだけではなく，周辺の⽔利⽤にも変化を強いる
ことになる．豪⾬災害の頻発を受け，総理官邸に設置された「既存ダムの洪⽔調節機能強化に向けた検討会議」
は，2019 年 12 ⽉ 12 ⽇，農業⽤ダムを含めた利⽔ダムを洪⽔調節機能に活⽤する⽅針を表明した．⼀⽅，⽔利⽤
や管理の主体である地域住⺠，特に⽇本の平均⽔資源賦存量の約 13％を占める農業⽤⽔の受益者である農業経営
体は，農業経営条件という別の与件に従ってその数やパフォーマンスが減少している．いわば，⽔循環の変化と
いう要因に対して，他の社会経済的要因により，適応策に地域的・空間的偏りが⽣じる可能性が存在する． 

こうした⾃然環境による社会の改変を理解するには，社会⽔⽂学という新しい学問の⽂脈が有益である．この
学問領域の特徴は，⼈間活動と⽔循環の双⽅向的なフィードバック（共発展関係）を内在化させるという点にあ
る．本稿では，農業⽤ダムの事前放流等等を例とした治⽔と利⽔の政策ギャップ，すなわち利⽔⽤ダムの防災運
⽤に関する構造的制度的課題を事例としつつ，包括的な解決策としての河川流域でのインパクトチェーン作成の
構想と意義について考察する． 
２．農業⽤⽔と防災対応の実態 

 国内には農業⽤ダムが 419基存在する，このうち，2020 年 5 ⽉までに⼀級河川に存在する 265基全てのダムに
おいて治⽔協定が締結され，災害対応としての事前放流等等が⾏われることとなった．⼆級河川についても 2021

年 1 ⽉末現在で 95 基のダムで締結されている．2020 年台⾵ 10 号に対して，農業⽤ダム 46 基が事前放流等や時
期ごとの貯⽔位運⽤を実施した．このうち，南九州地⽅の 4 か所のダムで運⽤実態の調査を⾏った． 

 調査先では，いずれも通常業務と異なる運⽤への⼾惑いがみられた．河川事務所との休⽇・夜間を挟む情報伝
達ラグの発⽣や，放流開始から降⾬にいたる時間が⼗分確保できないことへの不安が伺われた．後者については，
他の調査事例でも，「基準降⾬量超過の予測降⾬を認識してから利⽔放流バルブ能⼒を超えるまでの時間は約 18

時間で，この間に確保容量の算定・事前放流等の判断・事前放流等実施の関係者への連絡，⽔位低下操作を実施す
る必要があった」2)ことが報告されており，現状の予測能⼒とダム設備では，期待される防災対応を実現するのは
困難であると判断できる． 

 これらの問題を⽣み出しているのは，農業⽤ダムではゲートレスダムが主流となっていることや，夜間は無⼈
状態を常とする利⽔ダムの管理体制など，利⽔ダムに治⽔の⽬的が付与されてこなかったにも拘らず，災害対応
という緊急性を理由とした対処策が新たな運⽤として課されたことにある．業務が新たに加わることに対して，
何らかのインセンティブがない限り，弾⼒的な⽔融通が緊急時に可能であるか，疑問なしとはしない．また，そも
そも全国 1470 か所のダムのうち，農業⽤ダムが有効貯⽔容量に占めている割合は 8％（15 億㎥）である．現状の



防災政策に合理的な優先順位が付けられている
か，再検討の余地があるといえよう． 

 調査では，利⽔への影響に対する懸念が指摘
された．事前放流等により貯⽔位が回復しない
場合の損失補填については，通常の渇⽔対応と
の区分など，明確な補填ルールが定まっていな
い．放流量，渇⽔⽇数等について，ダム運⽤に係
る固定費から算出するほか，機会費⽤の把握．
地域内でのステークホルダーによる便益と応分
の負担に関する話し合いが必要である． 

３．インパクトチェーン・モデルの作成 

 こうした話し合いの基礎となる情報は，農業⽤⽔と防災の関係を統⼀的に把握する包括的モデルを作成するこ
とが重要である．そのためには，相互の影響を把握し，影響関係の⼤きさと⽅向性を理解するインパクトチェー
ン・モデルを作成し，ステークホルダー間で共有する必要がある．図１は，信濃川流域を対象としたインパクトチ
ェーン・モデルの⼀例である．事前放流等のような利⽔ダムにおける治⽔⽬的の運⽤を織り込むことは，農業経
営に対する間接的な気候変動適応策を要求することになるが，同時に農業経営それ⾃体も，作付け・農法の⼯夫
といった気候変動への適応を模索している．こうした適応策の受容は，個々の農家が置かれている属性によって
意思決定が異なるであろう． 
４．結びに代えて 

 本研究は，気候変動の適応をテーマにした農業⽤⽔の運⽤と解決策について考察した．農業⽤⽔とその維持管
理をめぐる政策史・制度史の展開は，研究においては治⽔と利⽔の潜在的な分離に繋がっていた側⾯が明らかに
なった．また，現代の課題は，それを克服すべき包括的な対応を求めているが，治⽔と利⽔を分離した政策対応
は，農業⽤ダムに典型的に⾒られるように，現実的な気候変動適応策の有効性への制約となってしまっている． 

⽔利⽤における社会的コンフリクトとその解決策を論じるには，流域全体を包括的にシミュレートする流域⽔
資源モデルの作成が必要である．その際には，農業・都市・産業の各セクターと，それぞれの取⽔可能量変化のシ
ミュレーションが必要になるだろう．また，適応策として，⽔利⽤の変化を仮定するには，地域住⺠の意思決定を
モデル化する必要がある．今後は，環境変動に応じた⽔需要の変化を，エージェントベースモデルを⽤いてステ
ークホルダーごとに意思決定を考察する必要がある．農業⽤⽔と防災インフラ，利⽔と治⽔の関係は，具体的な
解決策を提⽰しつつ，農村地域の将来計画の⼀部として今後も議論の対象になり続けるであろう． 
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図-1 信濃川流域でのインパクトチェーン・モデル 
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